
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の一部を改正する法律案 

概要 

１．新たな感染症の二類感染症への追加 
 ○ 現在、政令により暫定的に二類感染症として扱われている鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）及び中東呼吸器症候群

（ＭＥＲＳ）について、二類感染症に位置付ける。 
    ※ 政令に基づく暫定的な指定感染症としての指定は、それぞれ鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）についてはH27.5.6、中東呼吸器症候群に 

      ついてはH27.7.26に失効予定。 
  ※  鳥インフルエンザ（通常は四類感染症）については、遺伝子の変異に迅速に対応できるよう、二類感染症に該当するものの性質を明 
   確化した上で、その範囲は政令に委任することとし、現在法律で規定されているＨ５Ｎ１に加えてＨ７Ｎ９を規定することとする。 
 

２．感染症に関する情報の収集体制の強化 
 ○ 知事（緊急時は厚労大臣）は、全ての感染症の患者等に対し検体の採取等に応じること、また、医療機関等に対し

保有する検体を提出すること等を要請できる旨の規定を整備。 
  ※ 上記によっては対応できない場合、知事（緊急時は厚労大臣）は、一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症及び新  

    感染症の患者等から検体の採取等の措置をとることができる旨の規定を整備。 
   ※ 検体検査の質の向上を図るため、知事が入手した検体について、知事による検査の実施、検査基準の策定、厚労大臣から知事に対 
       する提出の要請を規定。  

   ※ 一部の五類感染症について情報の収集体制を強化。（侵襲性髄膜炎菌感染症及び麻しんの届出方法の変更、季節性インフルエンザの
検体の指定提出機関制度を創設） 

 

（＊）その他 
  ・ 三種病原体等として管理規制（所持の届出等）が行われる結核菌の範囲を限定。 

   ・ 保健所による結核患者に対する直接服薬確認指導について、医療機関等と連携して実施するための規定を整備。 
 

 鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）について、政令での暫定的な指定感染症への指定を早期に法律で措置するとと
もに、デング熱など昨今の感染症の発生状況等を踏まえ、感染症に対応する体制を一層強化することが必要。 

施行期日 

背景 

 １．は公布の日から起算して二月を経過した日（その他の規定はＨ２８．４．１等） １ 


